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令和７年度宮城県海岸清掃体験バスツアー企画・運営業務 企画提案募集要領 

 

第１ 募集事項 

１ 案件名 

令和７年度宮城県海岸清掃体験バスツアー企画・運営業務 

２ 事業目的 

海洋ごみ問題は近年、地球規模で喫緊の課題とされているが、海洋ごみの約８割が陸域で発生し、本県

にも漂流・漂着しているという実態は十分に理解されていない。こうした状況の解決に向け、特に、子供

たちが海洋ごみの問題について自ら探究し、実践できる機会を提供することが重要である。 

本業務は、県内の小学生が海岸清掃体験を通じてボランティア団体と交流することにより、海洋ごみ問

題に対する意識の向上及び清掃活動への継続的な参加などの行動変容に繋げるとともに、あわせて廃棄物

処理施設を見学することで、ごみ処理やリサイクルへの理解を深め、ごみ減量化や３Ｒの実践・定着を一

層促進することを目的とし、企画立案から運営に至る一連の業務を委託するもの。 

３ 業務内容 

別紙仕様書のとおり 

４ 契約期間 

   契約締結の日から令和８年２月 27 日（金）まで 

５ 事業費（委託上限額） 

   金 2,500,000 円（消費税及び地方消費税の額を含む） 

６ 実施場所 

   宮城県内 

 

第２ 応募資格 

  本件に参加を申し込む者（以下「参加希望者」という。）は、次の全ての資格・要件に該当する者のみと

する。 

１ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該

当する者ではないこと。 

２ この事業の募集開始時から企画提案書提出までの間に、県の物品調達等に係る競争入札の参加資格制限

要領（令和２年４月１日施行）に掲げる資格制限の要件に該当する者でないこと。 

３ 宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成 20 年 11 月１日施行）の別表各号に規定する措置要件に該当す

る者でないこと。 

４ 地方税並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者。 

５ 政治団体（政治資金規正法（昭和 23 年法律 194 号）第３条に規定するもの）に該当しない者。 

６ 宗教団体（宗教法人法（昭和 26 年法律第 126 号）第２条の規定によるもの）に該当しない者。 

７ 宮城県内に活動拠点（本社又は営業所）を有し、委託業務を的確に遂行する能力を有すること。 

 

第３ スケジュール 

１ 企画提案募集に係る公告・・・・・・・・・令和７年３月 14 日（金） 

２ 業務に係る質問受付・・・・・・・・・・・公告から令和７年３月 24 日（月）午後５時まで 

３ 質問回答期限・・・・・・・・・・・・・・令和７年３月 28 日（金）まで 

４ 企画提案書の提出期限・・・・・・・・・・令和７年４月 11 日（金）正午まで 

５ 企画提案書に関する選定委員会の開催・・・令和７年４月 24 日（木）午前【予定】 

６ 選定結果の通知及び公表・・・・・・・・・令和７年４月下旬【予定】 

７ 委託契約期間終了・・・・・・・・・・・・令和８年２月 27 日（金） 

 

第４ 応募手続き 

 １ 質問の受付 

    受付期限  令和７年３月 24 日（月）午後５時まで 

    質問先   宮城県環境生活部循環型社会推進課リサイクル推進班 

    質問方法  質問書（様式１）により、電子メールで提出すること。 

          メールアドレス junkanr@pref.miyagi.lg.jp 

          電話や口頭、受付期間外での質問は一切受け付けない。 

    回答方法  令和７年３月 28 日（金）までに、県循環型社会推進課の公式ウェブサイトに質問者の

名を伏せた上で掲載する。参加申込者は必ず全ての質問・回答を確認すること。 
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          ただし、質問又は回答の内容が質問者の具体的な提案事項に密接に関わるものについて

は、質問者に対してのみ回答する。また、質問の内容によっては回答しない場合もある。 

 

 ２ 企画提案書等の提出 

    提出期限  令和７年４月 11 日（金）正午まで（必着） 

    提出先   宮城県環境生活部循環型社会推進課リサイクル推進班 

          メールアドレス junkanr@pref.miyagi.lg.jp 

    提出方法  提出データ（PDF 形式）を電子メールで提出すること。 

          なお、受信可能容量は１通当たり 15 メガバイト程度までである点に留意すること。 

    提出データ（PDF 形式） 

     企画提案参加申込書（様式２） 

     企画提案応募条件に係る宣誓書（様式３） 

企画提案書（任意様式）（「３ 企画提案書の構成」を参照） 

事業経費見積書※（任意様式） 

     ※ 仕様書の項目毎に、数量、単位、単価を明示し、費用の内訳、積算根拠が分かるよう記載す

ること。また、消費税及び地方消費税額の金額を算出し、合計金額を記載すること。 

    その他   企画提案書等が提出された場合は、翌開庁日までに受領メールを返信するので、当該

メールの受信が確認できない場合は、県循環型社会推進課リサイクル推進班（電話

022-211-2649）へ連絡すること。 

 ３ 企画提案書の構成 

   PDF 形式で、A4 横版で作成し、提案内容を簡潔かつ分かりやすくまとめたものとすること。 

  （１） 表紙 

      「委託事業名」、「事業者名」、「担当者名（所属、職、氏名）」及び「連絡先（電話番号、

メールアドレス）」を記載すること。 

  （２） 本文（最大 20 ページとする。） 

・ 海岸清掃体験バスツアー企画・運営の概略（ツアー内容、時期、場所、参加者特典ノベルティ、

安全確保等、募集・広報） 

・ 業務計画（工程表等） 

・ 実施体制 

・ 類似業務の実績 

・ 上記のほか、企画をアピールするために必要と考える事項 

 

 ４ 企画提案にあたっての留意事項 

  （１） 企画提案のために要する全ての経費は、企画提案者の負担とする。 

  （２） 提出された提案書の著作権は、企画提案者に帰属する。ただし、本プロポーザルに関する公表

及びその他県が必要と認める場合には、当該提案書を無償で使用できるものとする。 

  （３） 書類等の作成において使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時及び計

量法（平成４年法律第 51 号）に定めるものに限る。 

  （４） 企画提案書等の提出後の差し替え、変更、取り消し及び再提出は認めない。 

  （５） 企画提案を取り下げる場合は、速やかに「取下願」（様式第４号）を提出すること。ただし、

この場合であっても、既に提出された企画提案書等は返却しない。 

 

第５ 評価・選定方法 

  県が設置する選定委員会において、提出書類及びプレゼンテーションの総合評価により審査し、後述す

る審査項目に基づき委員ごとにそれぞれ採点評価・順位付けを行い、各委員の評価点の平均が満点の６割

以上となった提案者のうち、各委員が付けた順位点の総計が最も高い提案者１者を委託候補者として選定

する。 

順位点の総計が最も高い提案者が複数ある場合は、各委員が採点した評価点の総計が最も高い提案者を

委託候補者として選定し、また、総計が同じ場合は、参考見積書記載の見積金額が低いものを候補者とす

る。 

なお、提案者が多数の場合は、予め提出書類による予備審査を行った上で上位５者程度のみで提出書類

及びプレゼンテーションによる本審査を行う。 

ただし、感染症流行等の影響により、企画提案者が出席しての選定委員会の開催が困難と判断した場合、

Web 会議システムを利用したプレゼンテーション及び質疑応答の実施、又は企画提案書の書面審査のみの

mailto:junkanr@pref.miyagi.lg.jp


 

3 

 

実施に変更する場合がある。 

プレゼンテーション開催日 令和７年４月 24 日（木）午前【予定】 

開催場所         宮城県行政庁舎内会議室【予定】 

※ 開催日時及び場所等の詳細については、別途提案者に連絡する。 

  実施方法 

   ・ 出席者は、提案者１者につき３名以内とする。 

   ・ 提案者１者当たりの持ち時間は 20 分以内（説明 15 分以内、質疑応答 5 分以内）とする。 

   ・ 第４ ２により提出された企画提案書（PDF 形式）に基づいてプレゼンテーションを行うことと

し、当日の追加資料の配布や資料の差し替え等は認めない。 

   ・ プレゼンテーションの際にディスプレイの使用を希望する場合は、企画提案書提出時に申し出る

こと。この場合、パソコンはプレゼンテーションを行う者が用意すること。 

     なお、何らかの事情によりディスプレイに表示されなかった場合は、第４ ２により提出された

企画提案書等（PDF 形式）を審査委員が各々のパソコンで閲覧することにより審査を行うものとす

る。 
 

第６ 評価基準・配点 

 １ 評価点は、次の審査項目及び配点（合計 100 点）により行うものとする。 

審査項目 審査内容 配点 

１ ツアー等の内容 

・事業の目的を達成できる内容となっているか 

・仕様書を適切に理解・把握した上での提案となっているか 

・適切なツアー日程、行程及び訪問場所が提案されているか 

・参加者の利便性や安全面等での配慮がなされているか 

４０ 

２ 実施体制・業務実

績 

・業務を適切に遂行する体制はとられているか（人員等） 

・無理なく業務を遂行できるスケジュールとなっているか 

・適切な廃棄物処理体制が組まれているか 

・類似事業実績を有するなどの業務経験又はバックグラウンド

となる知識を有しているか 

２０ 

３ 参加者特典ノベル

ティ等 

・小学生に適したものであるか 

・海洋ごみ削減や３Ｒ推進などの具体的な行動につながるもの

が提案されているか 

１０ 

４ 広報 

・効果的なツアー参加者の募集方法が提案されているか 

・ツアー当日の内容を活用し、海洋ごみ問題を効果的に周知で

きる提案がされているか 

２０ 

５ 独自提案 
・仕様書記載の内容をさらに充実させる、優れた独自提案があ

るか 
１０ 

合 計 １００ 

 

 ２ 順位点は次のとおりとする。 

１位：５点、２位：３点、３位：１点、４位以下：０点 

 

第７ 失格事由 

  次の要件に該当したときは、失格とする。 

１ 「第２ 応募資格」に違反した場合 

２ 企画提案書に虚偽の記載をした場合 

３ 企画提案書提出後、県の物品調達等に係る競争入札の参加資格制限要領（令和２年４月１日施行）に掲

げる資格制限を受けた場合 

４ 企画提案書提出後、宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成 20 年 11 月１日施行）の別表各号に該当

すると認められた場合 

５ その他、公正な企画提案の執行を妨げたと認められる場合 
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第８ 提案者が１者又は提案者がない場合の取扱い 

  企画提案者が１者の場合も選定委員会の委員全員による審査を実施し、業務を適切に実施できると判断さ

れる場合は、委託候補者として決定する。 

  なお、業務を適切に実施できないと判断される場合又は企画提案者がない場合は、再度、企画提案者を募

集する。 

 

第９ 選定・非選定結果の通知方法 

  選定結果については、後日、全ての企画提案者に対し、文書で通知する。 

  なお、審査・選定結果に関する質問には応じない。 

 

第 10 選定結果の公表方法 

  選定された委託候補者の名称、参加事業者の名称、点数等を県循環型社会推進課の公式ウェブサイトに公

表する。 

  なお、参加者が２者の場合は点数の記載は省略し、事業者ごとの点数が特定されないよう配慮するものと

する。 

 

第 11 その他必要な事項 

 １ 委託候補者選定後の取扱い 

  （１） 受注者の決定 

      選定委員会において決定した委託候補者を優先交渉者とし、地方自治法施行令第 167 条の２第１

項第２号の規定に基づく随意契約を行うため、優先交渉者から見積書を徴収し、予定価格の範囲内

において契約を締結する。ただし、特別な理由により委託候補者と契約締結ができない場合は、評

価点の総計が満点の６割以上の他の提案者のうち順位が上位の者から順に契約交渉を行うものと

し、最終的に交渉が成立した提案者を受注者とする。 

  （２） 契約書の作成 

      県と受注者で協議の上、契約書を作成する。 

  （３） その他契約に関する事項 

・ 県は、業務の委託に際して、選定された企画提案書等の内容をもとに、別紙「仕様書」に記載

されている事項を基本とするが、県と受注者の協議により、必要に応じて企画提案の内容をもと

に追記、変更又は削除を行うことができる。 

     ・ 本業務の実施にあたっては関係法令を遵守するとともに、本業務による成果品については第三

者の知的財産権を侵害することなく、適正に履行すること。第三者が有する知的財産権の侵害の

申立を受けたときは、解決に要する費用を含め、受注者の責任において解決すること。 

     ・ 本業務による成果品の著作権は県に帰属するものとし、また、県は、本業務の成果品を、自ら

使用するために必要な範囲において、随時利用できるものとする。また、媒体間の連携を推進す

るため、関係機関への提供など、二次的な利用も可能なよう対応すること。 

     ・ 受注者は、本業務（再委託をした場合を含む）を通じて知り得た情報を機密情報として扱い、

契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。また、本業務に関して知り得た情

報の漏えい、減失、き損の防止、その他、その他適正な管理のために必要な措置を講じなければ

ならない。契約終了後もまた同様とする。 

 ２ その他 

提出された企画提案書等は、行政文書となるため、情報公開条例（平成 11 年宮城県条例第 10 号）に

よる開示請求があった場合、非公開部分（個人情報や公開することにより企画提案書の権利、企業の利

益等が損なわれると認められる情報など）を除き、開示することとなる。 


